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平成１８年　１１月

本書は、年間を通した福島県の経済変動について総合的な分析を行うことを目的とし

たもので、今回で１９９６年版以来１１回目の作成となります。

毎月作成公表している「最近の県経済動向」及び「福島県景気動向指数」のデータを

中心としながら、県内経済の動向の判断に役立てるため、県内の経済状況をマクロの

観点から簡潔に述べ、また、視覚的にもとらえられるようにグラフも併せて示し、内容が

一層把握しやすくなるように努めております。

平成１７年の県内経済は、平成１４年１月を谷としたバブル崩壊後３回目の景気回復

局面下にあって、所得面の改善の遅れから個人消費は弱含みとなっており、建設需要

も低調に推移するなど厳しい状況にありましたが、生産活動は増加基調で推移し、雇用

も改善基調にあり、企業倒産も沈静化が進むなど、緩やかな回復が続きました。

本書が皆様に本県経済の動きを理解する一資料として活用いただけましたら幸いで

す。

最後に、本書の作成に当たり、関係各位からの貴重な資料の御提供、御指導いただ

きましたことに対し、ここに厚くお礼申しあげます。

福島県企画調整部長
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